
今後の我が国の防衛力の在り方について

－自衛隊の体制に関する現状と課題－

平 成 １ ６ 年 ８ 月

防 衛 庁



防衛力の見直しの重視事項 防衛力の充実・強化

○ 統合運用・情報通信
自衛隊の体制は、基盤的防衛力構想に基づき侵 ・新統合幕僚組織の設置･指揮命令系統の一元化

略事態を未然に防止することを重視する体制から ・情報通信機能の強化･統合的なネットワークの構築、

以下の点を重視する体制へ見直し ○ 陸上防衛力
・即応性･機動性をより一層向上させる体制の構築
・国際活動に迅速に派遣する体制･教育体制の構築

○ 新たな脅威や多様な事態への実効的な対応 ○ 海上防衛力
・弾道ミサイルやゲリラや特殊部隊等による攻撃 ・護衛艦部隊の即応性のより一層の向上
への対応能力の保持等 ・各種事態に柔軟･継続的に対応し得る体制の構築

○ 航空防衛力
・即応性の確保、多目的性・柔軟性の一層の向上

○ 国際活動への主体的・積極的な取組み ・国際活動も念頭に置いた輸送力のより一層の向上
（ 、 、・自衛隊の国際的な活動 ＰＫＯ 国際テロ対応

人道復興支援、ＰＳＩ等)の一層の充実
装備の適切な規模の縮小等

○ 本格的な侵略事態への配意 本格的な侵略事態に配意しつつ、以下の装備につい
・将来の予測し難い情勢変化へ備え、最も基盤的 て見直しを行い、適切に規模の縮小等を実施
な部分は確保

○ 戦車･主要特科装備等
○ 護衛艦･固定翼哨戒機等
○ 作戦用航空機等

自衛隊の体制に関する現状と課題
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戦 車戦 車

主要特科装備主要特科装備

戦戦 車車 ・・ 主主 要要 特特 科科 装装 備備

※ 現状は１６年度完成時の数量

前大綱 現状 現大綱

９６７門／両

約９００門／両約１０００門／両

▲１割減

（昭和５１年１０月策定） （平成７年１１月策定）

前大綱 現状 現大綱

約１２００両

１０５６両

約９００両

▲２．５割減

（昭和５１年１０月策定） （平成７年１１月策定）

２

９０式戦車

９９式自走155㎜りゅう弾砲

対機甲戦のイメージ
（師団の場合）

普通科連隊

戦車中隊

特科大隊

敵敵

×１４両

×１０門

× ４個戦闘単位



陸陸 上上 自自 衛衛 隊隊 のの 定定 数数

自衛官定数
１８０，０００人

編成定数
１６０，０００人

編成定数
１６６，８３２人

現大綱現 状
（平成16年度末）

前大綱

常備自衛官定数
１４５，０００人

即応予備自衛官員数
１５，０００人

▲13,168
(▲ 7%)

▲2万人
(▲ 11%)

即応予備自衛官員数
９，００４人

平成7年度末実員
１５０，４２５人

平成16年度末実員
１４５，９０６人

常備自衛官定数
１５７，８２８人

目標実員
１４５，０００人

３

○ 新たな脅威や多様な事態に実効的に対処す

る体制の構築

○ 国際活動に迅速に派遣する体制の構築

○ 本格的な侵略事態に対処するための最も基

盤的な部分の確保

○ 各地域の特性を踏まえた部隊を適切に配置

するとともに、即応性・機動性をより一層向

上させる体制の構築

課 題

分単位

時間単位

日単位

週単位

月単位

ゲリコマ
攻撃対処
等離島

侵攻
対処 「対処に即応性が求められる事態」「対処に即応性が求められる事態」

〔即応性の高さ〕
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護衛艦部隊の体制

護衛艦部隊の体制の推移

前大綱 現 在 現大綱

６３隻
５４隻

（△１４％）５３隻

前大綱→現大綱の変化

自衛艦隊３３隻 自衛艦隊３３隻

自衛艦隊３３隻

地方隊 ３０隻

横須賀

呉

大湊

舞鶴

佐世保

×

×

×

１個隊＝３隻

地方隊の３個護衛隊
（９隻）を廃止

地方隊 ２０隻

地方隊 ２１隻

自衛艦隊

護衛艦隊

護衛隊群

DD×３

×４

（ヘリ搭載護衛艦）

（ミサイル護衛艦）

（汎用護衛艦）

地方隊 ×５護 衛 艦 部 隊

現 在 の 編 成

護 衛 艦 部 隊

現 在 の 編 成

汎用護衛艦
（ＤＤ）

４

DDH

DDG×２

DD×２

○ 護衛艦部隊の即応性のより一層の向上

○ 各種事態に柔軟・継続的に対応し得る体制の構築

課 題



固定翼哨戒機部隊の体制

固定翼哨戒機部隊の体制の推移

前大綱 現 在 現大綱

１０個隊
１００機

８個隊
８０機

８個隊
８０機

（△２０％）

那覇

鹿屋

八戸

厚木

：哨戒海域

前大綱→現大綱の変化

船団護衛用の２個隊
（２０機）を廃止

×

×

１個隊

＝１０機

固定翼哨戒機
Ｐ－３Ｃ

５

○ 本格的な侵略事態に対処するための最も

基盤的な部分は確保

○ 新たな脅威や多様な事態に実効的に対処

する体制の構築

課 題



戦闘機（部隊）数の推移戦闘機（部隊）数の推移

戦戦 闘闘 機機 部部 隊隊 のの 体体 制制

緊急発進回数の推移緊急発進回数の推移
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平成

現大綱策定

８

現大綱における戦闘機部隊の配置現大綱における戦闘機部隊の配置

築城

新田原

那覇

小松

千歳

三沢

百里

F-15：

F-15：

F-15：18
F-2：18

F-2：

F-4：24
※F-15の１個飛行隊削減

18×2

18×2

18×2
F-15：18×2

F-4：24

要撃

要撃
要撃

要撃

要撃

支援

要撃

支援

前大綱 現大綱

約350機
要撃：10個飛行隊
支援：3個飛行隊

約300機
要撃：9個飛行隊
支援：3個飛行隊

▲約1.5割減

約300機
要撃：9個飛行隊
支援：3個飛行隊

現状

６

飛行隊の戦闘機定数を削減（約２０機→１８機）

○ 安全保障環境を踏まえた戦闘機部隊の体制を確保

○ 即応性の確保、柔軟性・多目的性の一層の向上

課 題
F-15 F-４ F-２



輸輸 送送 機機 部部 隊隊 のの 体体 制制

輸送機の機数輸送機の機数輸送機の機数

25

15

4

C-1 C-130 KC

C-1

空中給油・輸送機

輸送機数の推移輸送機数の推移

前大綱 現大綱

約40機

現状

開発中

約4,000km（5t）約２０トンC-130

約6,500km（12t）約２６トンC-X

約1,700km（2.6t）

航続距離

約８トン

最大積載量

C-1

C-130

約40機
約40機

７

○ 輸送力のより一層の向上

○ 新たな脅威や多様な事態に実効的に対応できる体制の構築

課 題



○ 各幕僚長がそれぞれの部隊の運用について長官

を補佐

○ 陸・海・空自衛隊の運用に関する長官の指揮・命

令は、各幕僚長を通じて実施

○ 統合幕僚長（仮称）が自衛隊の運用に関し、陸・海・空自

衛隊について一元的に長官を補佐

○ 自衛隊の運用に関する長官の指揮・命令は、統合幕僚

長（仮称）を通じて実施

統統 合合 運運 用用 態態 勢勢 のの 強強 化化

自衛隊における運用の現状：各自衛隊が基本 自衛隊の運用は統合運用が基本

現在の運用態勢

陸上幕僚長陸上幕僚長

陸上幕僚監部陸上幕僚監部

海上幕僚長海上幕僚長

海上幕僚監部海上幕僚監部

航空幕僚長航空幕僚長

航空幕僚監部航空幕僚監部

統合幕僚会議統合幕僚会議

事務局事務局 情報本部情報本部 統幕学校統幕学校

防衛庁長官防衛庁長官

内閣総理大臣内閣総理大臣安全保
障会議

安全保
障会議

新たな統合運用態勢

情報本部

統合情報部
（仮称）

統合情報部
（仮称）

統合幕僚長
(仮称)

統合幕僚長
(仮称)

統合幕僚監部統合幕僚監部

統幕学校統幕学校 統合部隊

防衛庁長官防衛庁長官

内閣総理大臣内閣総理大臣安全保
障会議

安全保
障会議

情報支援

８

（自衛隊法７条・８条※）

※７条：内閣総理大臣は、内閣を代表して自衛隊の最高の指揮監督権を有する。
８条：長官は、内閣総理大臣の指揮監督を受け、自衛隊の隊務を統括する。

（以下略）



自衛隊の情報通信基盤

各自衛隊ごとに指揮通信システムを整備しており、陸・海・空各自衛隊の部隊相互間の通信が困難。

陸上自衛隊

海上自衛隊

航空自衛隊

将来の自衛隊の情報通信基盤（イメージ）

中央指揮システム

高度なネットワーク環境の整備、指揮通信システムの整備、情報セキュリティの確保を追求
具体的な施策 ＤＩＩ（防衛情報通信基盤）の整備

ＣＯＥ（コンピュータ・共通運用基盤）の整備

主要施策

統合運用の円滑な遂行に不可欠

ＭＯＦシステムなど

バッジ・システムなど

陸自指揮システムなど

情報通信は防衛力発揮の中核要素であり、情報通信技術を活用した情報優越の実現が課題。

課 題

現 状

※ ＭＯＦシステム→海上作戦部隊指揮管制支援システム ９



人事教育施策等の充実人事教育施策等の充実

○ 多様な任務に実効的に対応していくため、柔軟な判断力を持つ若手幹部の比率を増加させるとともに、任務の多様

化等を踏まえ、准尉・曹により高い責任と権限を付与することが必要

○ 自衛隊での知見を生かすべく、地方公共団体の防災部門等における退職自衛官の採用拡大の推進等の再就職支援施

策の拡充が必要

○ 自衛官の定数は、諸業務に必要な要員を算定したものであるが、昭和３０年代から「充足率」の概念が導入され、

定数に一定の率を乗じた数（実員）とされている状況

○ 「より機能する自衛隊」に転換し、多様な任務に実効的に対応していくためには、近年の堅調な募集環境等も踏ま

えれば、定数と実員を一致させることが必要

○ 各種事態の際に自衛官を補完する予備の自衛官を日頃から保持することが重要。このため、予備自衛官制度への国

民・企業の理解を獲得し、必要な員数を確保していくことが必要

人事教育施策（中高年層の増加対策）について人事教育施策（中高年層の増加対策）について

自衛官の定数の充足について自衛官の定数の充足について

予備自衛官制度について予備自衛官制度について
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人事教育施策（中高年層の増加対策）人事教育施策（中高年層の増加対策）
（参考１）

問題点

● 新たな脅威や多様な事態等への対応

・ 第一線の若手幹部減少、体力・専門性の不足、国際的任務遂行能力（語学、調整能力）の必要性が増大

● 厳しい再就職環境

・ 平成１５年度は、若年定年制は約６５００名、任期制は約３５００名が退職

改善に向けた取り組み

● 自衛官が早期に退職する場合に優遇措置を講じる仕組みの導入について検討

● 多様な任務に実効的に対応していくため、柔軟な判断力を持つ若手幹部の比率を増加させるとともに、任務の多

様化等を踏まえ、准尉・曹により高い責任と権限を付与

● 自衛隊での知見を生かすべく、地方公共団体の防災部門等における退職自衛官の採用拡大の推進等の再就職支援

施策を拡充

自衛官の年齢構成の現状＝中高年層が多い寸胴型の人事ピラミッド

幹部自衛官任用別・年齢別ピラミッド（Ｈ１６．４．１）

0
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人
員

Ｃ幹部

Ｂ幹部

医官

Ａ幹部

幹部自衛官任用別・年齢別ピラミッド（Ｈ１６．４．１）
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医官

Ａ幹部

准曹年齢別分布状況（H１６．３．３１）

585348433833282319
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２曹
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准曹年齢別分布状況（H１６．３．３１）

585348433833282319
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准尉
曹長
１曹
２曹
３曹

（注）Ａ幹部：防大、一般大出身者等 Ｂ幹部：部内選抜試験合格者等 Ｃ幹部：准尉・曹長からの選抜

参－１



105,000
110,000
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自衛官の定数は、諸業務を実施するために必要な要員を算定し積み上げられた数字である。自衛隊発足当初は予算上、

自衛官定数分の定員が認められていたが、募集が達成できず、予算を返上する事例が続いたため、昭和３０年代から

「充足率」の概念が導入され、定数に一定の率を乗じた数（実員）とされている。

91.29%89.51%89.32%87.62%86,03%平均充足率

145,906146,066146,283146,527147,202
実 員
（年度末）

157,828159,921163,330163,784167,383
定 数
（年度末）

H16H15H14H13H12年 度

95.32%95.32%95.32%95.32%94.84%

43,69443,68243,66943,66843,396

45,84245,83945,82645,81245,812

H16H15H14H13H12

95.03%95.03%95.03%95.03%95.03%

44,93944,93044,91744,91644,889

47,37947,28647,28047,26647,266

H16H15H14H13H12

○ 充足率の前提となる募集環境は、景気の動向も受け、堅調に推移

○ 「より機能する自衛隊」に転換し、多様な事態や国際活動の任務にこれまで以上に迅速かつ実効的に対応していく

ためには、人員を平素から確保しておくことが必要であり、近年の堅調な募集環境等も踏まえつつ、充足率を向上さ

せることが必要

自衛官定数と充足率自衛官定数と充足率

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H12 H13 H14 H15 H16

定数 実員 定数 実員 定数 実員

年度 年度年度

人 人 人

【陸上自衛隊 定数・実員】 【海上自衛隊 定数・実員】 【航空自衛隊 定数・実員】

（参考２）

参－２



予備自衛官制度、即応予備自衛官制度及び予備自衛官補制度の３つの制度により予備自衛官等を保持

予備自衛官

○ 員数：４７，９００名（※）
○ 防衛招集、国民保護等招集、災
害等招集

○ 後方警備、後方支援、基地警備、
国民の保護のための措置、災害救
助活動等の要員として運用

即応予備自衛官

○ 員数：約９，０００名（※）
○ 防衛招集、国民保護等招集、治安
招集、災害等招集

○ 後方の陣地の守備、前方の部隊の
予備などに運用

○ 国民保護等派遣、治安出動、災害
派遣などにおいては、常備自衛官か
らなる部隊と同様の任にあたること
ができる。

予備自衛官補（自衛官未経験者から公募）

○ 員数：約１，０００名（※）
○ 平成１４年度制度発足
○ 教育訓練終了後、予備自衛官とし
て任用
○ 予備自衛官として任用後、予備自
衛官に同じ

即応予備自衛官の訓練 一般公募予備自衛官補の訓練

予備自衛官制度について予備自衛官制度について

○ 自衛官の定数は平素は必要最小限で対応。このため、各種事態の際に自衛官を補完する予備自衛官等を日頃から

保持することが重要。従って、予備自衛官制度への国民・企業の理解を獲得し、必要な員数を確保していくことが

必要

（参考３）

※ 員数は16年度末現在

参－３
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各国軍の現役と予備兵力の比率各国軍の現役と予備兵力の比率

徴兵制 志願制

常備

予備

1:0.2～0.3 1:0.6 1:1.3 1:0.9 1:2.1 1:2.1 1:0.3 1:0.9 1:1.3 1:0.4 1:0.4

50万

100万

150万

200万

ロシア

96万

200万

450万

0

北朝鮮 韓 国 ドイツ中 国 イスラエル アメリカ イギリス フランス インド 日 本

28万

108万

69万
65万

20万
6万

225万

36万

143万

124万

10万
25万

エジプト

45万
41万

17万

36万

イタリア

21万
27万 26万

54万

133万

5.8万

1:6.5 1:0.2

（参考４）

50～
60万

スイス ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

0.3万

35万

3万

44万

3万

26万

1:8.71:106.4 1:14.7
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